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１．はじめに  

2013年までの過去約 20年間は、米国の連邦地方裁判所における特許訴訟は、ほぼ増加の一

途をたどってきました。特に、2011 年～2013 年における特許訴訟件数の増加は顕著です。な

かでも、2012 年度の特許訴訟の件数の増加は特筆すべきものです。これは、 下記の理由(a)～

(c)によるものと考えられます。 

 

(a) 1件の訴訟において多数の被告を相手に訴訟を提起することができた。 

(b) 特許発行の件数が増加している。 

(c) USPTOによる審査の品質に問題がある。 

 

米国における特許訴訟の件数は、2014年度以降も、基本的には増加し続けるであろうと言わ

れていました。ところが、2014 年度においては特許訴訟の件数が、2013 年度と比較して劇的

に減少しています（6,082 件→5,012 件）。2014 年度は、前述の 1991 年度～2013 年度にお

ける特許訴訟件数の傾向とは明らかに異なる傾向を示しています。 

 

このように、2014年度の特許訴訟の件数が劇的に減少した背景としては、下記の①～③を挙

げることができると考えられます。 

 

すなわち、① AIA の発効（2011 年 9 月 16 日）に伴い、特許付与後の手続が利用できるよ

うになったこと、② AIA の発効に伴い、”joinder provisions” が新設されたこと、及び、③ 

Octane Fitness, LLC v. Icon Health & Fitness, INC.事件により、敗訴当事者は、裁判所が例外

的事件であると決定した場合（裁量による決定した場合も含む。）、勝訴当者時に対して合理的

な弁護士費用を支払うことになったこと*1が挙げられます。 

 

このような状況下で、2015年 4月、連邦最高裁判所は、下院議会による FRCP（Federal Rules 

of Civil Procedure）に対する改正事項と、訴状のテンプレート（Form 18）に関するルール改

                                                   

*1 米国特許法第 285 条 1項には「裁判所は、例外的事件においては、勝訴当事者に合理的な弁護士費用を支払うこと

ができる」旨が規定されています。 



２ 

 

正事項を導入しました。今回のルール改正と、米国特許訴訟が 2015年 11月に激増したことと

の関連について以下に説明します。 
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